
令和３年度主な施策等一覧（健康福祉局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規
身寄りのない高齢者の死後事務支援に向けた
調査

7,000 1

敬老パス対象交通拡大等 1,343,362 2

民間特別養護老人ホームの整備補助 370,000 3

民間特別養護老人ホーム等の多床室改修補助 29,360 5

小規模多機能型居宅介護事業所等の整備補助 67,200 6

介護施設等の開設準備経費補助 21,814 8

介護施設等の大規模修繕補助 112,800 9

介護施設等の看取り環境整備補助 3,500 10

共生型サービス事業所の改修等補助 1,028 11

介護職員用の宿舎施設整備補助 64,163 12

介護施設等の介護ロボット等導入補助 97,851 13

新型コロナウイルス感染防止に配慮した介護
保険サービス提供体制の確保等

398,777 14

地域における読書バリアフリー体制強化事業 1,800 15

民間障害者グループホーム等の整備補助 188,370 16

民間障害者グループホームのスプリンクラー
等整備補助

9,880 17

新型コロナウイルス感染防止に配慮した障害
福祉サービス提供体制の確保等

41,110 18

地域共生社会の実現に向けた重層的支援体制
整備事業

65,418 19



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 がん対策の推進 88,881 20

口腔がん啓発事業 2,592 21

新型コロナウイルス感染症対策医療費の公費
負担

264,189 22

新型コロナウイルス感染症対策ＰＣＲ検査費
の公費負担等

1,792,988 23

新型コロナウイルス感染症対策患者移送体制
の強化

245,278 24

新型コロナウイルス感染症対策自宅療養者等
配食サービス事業

374,963 25

新型コロナウイルス感染症対策重点・協力医
療機関等の支援

434,350 26

新型コロナウイルス感染症対策救急医療にお
ける患者受入体制の強化

99,874 27

新型コロナウイルス感染症対策愛知県医療従
事者応援金に対する負担金

664,000 28

新型コロナウイルス感染症対策民間病院経営
維持資金貸付金

250,000 29

新型コロナウイルス感染症対策専用病床の運
営負担金

591,898 30

新型コロナウイルス感染症対策受診相談セン
ター業務の充実

166,716 31

新型コロナウイルス感染症対策医療資器材の
備蓄

60,373 32

新型コロナウイルス感染症対策積極的疫学調
査・健康観察体制の確保等

1,780,908 33

拡 充 八事福祉会館の移転改築 211,716 34

民間戦災傷害者援護見舞金 5,000 35

植田寮の改築 604,600 36

高校生世代への学習・相談支援事業 15,882 37



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 住居確保給付金の支給 463,721 38

千種保健センター解体工事の設計 1,414 39

救急医療体制の充実 1,014,809 40

八事斎場再整備に係る地質調査 25,000 41

第３次健康なごやプラン21の策定調査 5,000 42

自殺対策 100,961 43

認知症高齢者グループホーム居住費助成 51,918 44

継 続 千種保健センター仮設庁舎の賃借
 債務負担行為
（543,000）

45



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）身寄りのない高齢者の 

死後事務支援に向けた調査 
草案頁 ２１頁 

予 定 額 ７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  身寄りのない高齢者が亡くなった後の葬儀、家財処分、役所の手続

き等の死後事務について、本人や地域の方々の不安を軽減するため、

死後事務事業の実施に向けた調査を行う。 

２ 調査内容 

 ・死後事務にかかる課題の整理 

 ・民間事業者・弁護士等の死後事務委任契約の実態把握 

 ・他都市の死後事務事業の実態把握 

 ・行政が果たすべき役割について検討 

 ・本市の実態に即した事業実施の検討 

３ 検討会の実施 

法律専門家や福祉・医療関係者等で構成する検討会を開催し本市

独自の死後事務事業について検討 

４ スケジュール 

  令和３年度 事業実施に向けた調査 

  令和４年度 事業開始 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549）

－ 1 －



令和３年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）敬老パス対象交通拡大等 草案頁 
２１頁 

２８頁 

予 定 額 １，３４３，３６２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  敬老パス制度をより使い勝手がよく、公平で持続可能な制度と 

するため、対象交通の拡大と利用上限回数の設定を行う。 

令和４年２月の開始に向けて、令和３年２月に開設した敬老パス

業務処理センターの運用、交通事業者とのネットワーク整備及び 

 必要なシステム改修等を実施する。 

  また、併せて福祉特別乗車券についても、対象交通の拡大を行う 

 ことから、業務処理センターの運用等を実施する。 

２ 概要 

（１）対象交通の拡大 

ア 新たに対象となる区間 

・名鉄、近鉄及びＪＲ東海の鉄道の市内運行区間 

・名鉄バス及び三重交通の路線バスの市内運行区間 

  イ 適用方法 

    対象区間の利用実績に応じて運賃相当額を2か月ごとに利用者 

へ償還 

（２）利用限度の設定 

敬老パスについては、有効期間内における利用限度回数を730回に

設定 

３ スケジュール 

令和３年２月～ 利用者の乗車実績を確認するための同意書等取得

           対象交通拡大等の準備 

・交通事業者とのネットワーク整備 

           ・民間路線バス拡大に向けたシステム改修 等 

     １０月  未利用者への個別周知 

    令和４年２月  対象交通拡大及び 

           利用上限回数設定 開始 

担 当 課
高齢福祉部 高齢福祉課 電話９７２－４６２７（内線4627） 

障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 

－ 2 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）民間特別養護老人ホームの整備補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 ３７０,０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

特別養護老人ホームへの入所の必要性が高い方ができるかぎり早期

に入所できるよう、「はつらつ長寿プランなごや２０２３（第８期計

画）」で定める令和５年度までの整備目標に基づき、特別養護老人ホ

ームの整備を推進する。 

２ 整備補助か所数及び定員数 

区     分 整 備 か 所 数 定  員  数 

新 規 整 備 

か所

１ 

人

１００ 

継 続 整 備 １ １００ 

計 ２ ２００ 

３ 特別養護老人ホームの整備状況（着工ベース） 

区    分 整 備 か 所 数 定  員  数 

令和２年度末  

か所

１２２ 

人

９，０００ 

３年度新規整備   １   １００ 

計 １２３ ９，１００ 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539） 

－ 3 －



民間特別養護老人ホーム整備事業の概要

【多床室】

新規整備　（１か所　１００人）

区 分

法 人 名

予 定 地

定 員

併 設 事 業

建 物

そ の 他

【ユニット型】

継続整備　（１か所　１００人）

区 分

法 人 名

予 定 地

定 員

併 設 事 業

建 物

そ の 他

広域型

未定

未定

令和３年度～４年度の２か年事業

１００人

未定

未定

広域型

（福）杏園福祉会

熱田区六番一丁目

１００人

居宅介護支援

延床面積　４，０４２．２４㎡

鉄骨造

地上７階建

令和２年度～３年度の２か年事業

－ 4 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間特別養護老人ホーム等の 

多床室改修補助
草案頁 ２２頁 

予 定 額 ２９，３６０千円

事業の概要 

１ 趣旨 

既存の特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室の

多床室における居住環境の質を向上させるため、県の基金を活用し、

プライバシーに配慮した多床室への改修経費を助成する。 

２ 補助対象 

２か所（４０床） 

法人名 (福)愛知玉葉会 (福)八事福祉会 

施設名 第二尾張荘 八事苑 

所在地 守山区川東山 天白区大坪二丁目 

区 分 
併設ショート 

ステイ 

特別養護 

老人ホーム 

併設ショート 

ステイ 

施設定員 ３０人 １２０人 １４人 

改修床数 １６床 １６床 ８床 

改修済床数 － ５２床 － 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

多床室の各床間に間仕切りや壁等（家具・カーテンは不可）を設

置し、他の入所者からの視線を遮断するための工事費等 

（２）助成額 

７３４千円×改修床数を上限 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）

－ 5 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）小規模多機能型居宅介護事業所等の 

整備補助
草案頁 ２２頁 

予 定 額 ６７，２００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

小規模多機能型居宅介護事業所等の整備を促進するため、県の 

基金を活用し、整備補助を実施する。 

２ 補助対象      

株式会社   ２か所 

３ 補助単価（上限） 

１か所当たり３３，６００千円 

（参考） 

小規模多機能型居宅介護は、在宅で生活する要介護者等に対し

て、事業所で入浴や食事その他の日常生活に必要な介護を行う

「通い」のサービスと、利用者の様態や希望に応じて随時「訪問」

や「泊まり」のサービスを組み合わせて提供するサービス。看護

小規模多機能型居宅介護は、これに加えて訪問看護の組み合わせ

により提供されるサービス。 

小規模多機能型居宅介護事業所等の整備状況 

８６か所（令和３年１月１日現在） 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－３４８７（内線3487） 

－ 6 －



区分 小規模多機能型居宅介護 看護小規模多機能型居宅介護

法人名 株式会社　マザーズ 株式会社　たんぽぽ

整備予定地 中村区沖田町 緑区六田二丁目

登録定員
１８人

（サテライト）
２５人

整備形態 改修 新築

建物 鉄骨造４階建の２階部分 鉄骨造２階建の１、２階部分

その他 ― 訪問看護との併設計画あり

　小規模多機能型居宅介護事業所等整備事業の概要

注　サテライトとは、本体小規模多機能型居宅介護事業所と密接な連携のもとに
　　運営される事業所

－ 7 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）介護施設等の開設準備経費補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 ２１，８１４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

介護施設等の円滑な開設に向け、早期からの体制整備を支援するた

め、県の基金を活用し、開設準備経費を助成する。 

２ 補助対象 

（１）小規模多機能型居宅介護事業所      ３か所 

（２）看護小規模多機能型居宅介護事業所    １か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

施設開設前６か月間に係る準備経費 

（職員雇上経費、職員募集経費、備品購入経費 等） 

（２）助成額 

８３９千円×（宿泊）定員数を上限 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－３４８７（内線3487） 

－ 8 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）介護施設等の大規模修繕補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 １１２，８００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

「介護離職ゼロ」の実現に向けた受け皿整備量拡大と老朽化した特

養等の広域型施設の修繕を同時に進めるため、県の基金を活用し、新

規整備を条件に行う既存施設の大規模修繕・耐震化に係る経費を助成

する。 

２ 補助対象 

１か所 

法人名 （福）聖霊会 

施設名 老人保健施設サンタマリア 

所在地 天白区鴻の巣一丁目 

区 分 介護老人保健施設 

施設定員 １００人 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

おおむね１０年以上経過した、定員３０人以上の広域型施設の一

部改修や付帯設備の改造等及び耐震化に要する経費 

（２）助成額 

１定員当たり１，１２８千円を上限 

（３）補助要件 

令和５年度までに介護施設等（特別養護老人ホーム、認知症高齢

者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所等）を新規整備

すること 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）

－ 9 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）介護施設等の看取り環境整備補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 ３，５００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

県の基金を活用し、介護施設等が看取りに対応できる環境を整備す

るための施設改修等に係る経費を助成する。 

２ 補助対象 

介護老人保健施設 １か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

看取り及び家族等の宿泊のための個室の確保を目的として行う施

設の改修、ベッド等の整備に要する経費 

（２）助成額 

１施設当たり３，５００千円を上限

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）

－ 10 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）共生型サービス事業所の改修等補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 １，０２８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

高齢者が障害者や障害児と交流することにより地域において自立し

た日常生活を営むことができるようにするため、県の基金を活用し、

共生型サービス事業所の施設改修等に係る経費を助成する。 

２ 補助対象 

短期入所生活介護事業所 １か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

障害者や障害児を受け入れるために必要な改修、設備整備に要す

る経費 

（２）助成額 

１事業所当たり１，０２９千円を上限

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）

－ 11 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）介護職員用の宿舎施設整備補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 ６４，１６３千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

介護職員が働きやすい環境を整備することを通じて介護人材（外国

人を含む。）を確保するため、県の基金を活用し、介護施設等の事業

者による職員用宿舎の整備に対する経費を助成する。 

２ 補助対象 

（１）特別養護老人ホーム      １か所 

（２）介護老人保健施設       １か所 

（３）認知症高齢者グループホーム  ２か所 

（４）特定施設入居者生活介護事業所 １か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

介護職員用宿舎の整備（創設、増築、改築、増改築、改修）に要す

る経費 

（２）助成額 

整備に要する経費の１／３ 

ただし、助成の対象は職員定員数×延べ床面積３３㎡を上限 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５９１（内線2591）

－ 12 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）介護施設等の介護ロボット等導入補助 草案頁 ２２頁 

予 定 額 ９７，８５１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

介護現場の生産性向上を推進するため、県の基金を活用し、介護施

設等の大規模修繕（おおむね１０年以上経過した施設の一部改修や付

帯設備の改造等）の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入経

費等に対して助成する。 

２ 補助対象 

（１）特別養護老人ホーム      １か所 

（２）短期入所生活介護事業所    １か所 

（３）介護老人保健施設       １か所 

（４）特定施設入居者生活介護事業所 ４か所 

（５）認知症高齢者グループホーム  １か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

大規模修繕を実施する際に、高齢者の見守り、入浴等を支援する

介護ロボットやＷｉ-Ｆｉ環境整備等のＩＣＴ技術を導入するため

に必要な経費 

（２）助成額 

１定員当たり４２０千円を上限

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）

－ 13 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 

（新規）新型コロナウイルス感染防止に 

配慮した介護保険サービス提供体制 

の確保等 

草案頁 ２２頁 

予 定 額 ３９８，７７７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  介護保険サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症対策

を行いつつ、事業を継続するために必要な支援等を実施する。 

２ 事業内容 

（１）介護サービス等継続支援事業補助        

介護保険サービス事業所等が、感染機会を減らしつつ必要な介護

サービスを継続して提供できるようにするため、通常の介護保険サ

ービスの提供時では想定されない、かかり増し経費等に対する補助

（２）ＰＣＲ・抗原検査に係る費用補助                

新型コロナウイルス感染症患者が発生した高齢者施設等におい

て、介護サービス等継続支援事業等補助の基準額を超えた場合に、

必要となる検査費用に対する補助 

（３）介護施設等の簡易陰圧装置整備補助          

      介護施設等における簡易陰圧装置の設置に必要な費用を補助 

（４）介護施設等の換気設備設置補助            

      介護施設等における換気設備の設置に必要な費用を補助 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５９１（内線2591） 

－ 14 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）地域における読書バリアフリー 

体制強化事業 
草案頁 ２７頁 

予 定 額 １，８００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  令和元年６月に施行された「視覚障害者等の読書環境の整備の推進

に関する法律（読書バリアフリー法）」を推進するため、点字図書館

と公共図書館との連携を強化するなど、本市における読書バリアフリ

ー体制の充実を図る。 

２ 事業内容 

区分 事業内容 

点字図書館と公共図

書館等との連携強化 

 点字図書館、公共図書館及び障害当事者

等で構成される協議の場を設置し、情報共

有や意見交換などを実施 

テキストデータ化ボ

ランティアの養成 

 これまで養成してきた点訳・音訳に加え、

新たに文書・書籍のテキストデータ化を担

う人材の養成講習を実施 

その他読書バリアフ

リー体制の充実に資

する取り組み 

 デイジー図書再生機器の貸出について、

視覚障害者以外の障害者にも貸出できるよ

う対象者を拡充 

＜参考＞ 

 ①視覚障害者等とは 

  視覚障害、発達障害、肢体不自由その他の障害により、書籍につい

て、視覚による表現の認識が困難な者 

 ②デイジー図書とは 

  視覚障害等で活字の読みが困難な人のために製作されるデジタル録

音図書 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 

－ 15 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間障害者グループホーム等の 

整備補助 
草案頁 ２８頁 

予 定 額 １８８，３７０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

障害者の居住の場等の確保のため、障害者グループホーム等の整備につい

て補助を行う。 

２ 施設概要 

整備予定地 瑞穂区下坂町 

事業内容 
共同生活援助（障害者グループホーム） ６人 

短期入所 ２人            【地域生活支援拠点事業所】

整備内容 創設 

建物構造 木造２階建 

延床面積 １４８．６５㎡ 

運営主体 特定非営利活動法人あたたかい心 

整備予定地 中川区下之一色町 

事業内容 
共同生活援助（障害者グループホーム） ７人 

短期入所 ３人        【地域生活支援拠点事業所】

整備内容 創設 

建物構造 鉄骨造３階建 

延床面積 ５２２．１２㎡ 

運営主体 社会福祉法人さくらんぼの会 

整備予定地 南区泉楽通 

事業内容 
共同生活援助（障害者グループホーム） １８人 

短期入所 ２人  相談支援  【地域生活支援拠点事業所】

整備内容 創設 

建物構造 鉄骨造４階建 

延床面積 １，２０５．０６㎡ 

運営主体 社会福祉法人ゆたか福祉会 

３ 整備年度 

令和３年度 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５６０（内線2560）

－ 16 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間障害者グループホームの 

スプリンクラー等整備補助 
草案頁 ２８頁 

予 定 額 ９，８８０千円 

事業の概要 

１ 趣旨

  平成２５年の消防法施行令等の一部改正により、障害者グループホ

ーム等における消防設備の設置基準が見直され、スプリンクラー設備

の設置等の対象範囲が拡大された。

平成２６年度末時点で重度者（障害支援区分４以上）の割合がおお

むね８割を超えないために設置義務のなかった既存のグループホーム

等について、今後、重度化等により新たに設置義務が生じることが想

定されることから、令和２年度に引き続き、あらかじめ整備を行う場

合の費用の一部に対して補助を行う。

２ 補助内容

３ 設置予定数 

  ３か所 

＜参考＞ 

  平成２６年度末時点で重度者の割合がおおむね８割を超えスプリン

クラー設備の設置が義務付けられた障害者グループホーム等について

は、経過措置期間内（平成２７～２９年度）に対応済

区 分 対 象 施 設 補 助 額 

スプリンクラー設備

重度者の割合が

おおむね８割を

超えることが早

期に見込まれる

障害者グループ

ホーム等 

基準額の３/４を補助 

基準額２１．２千円/㎡

消火ポンプユニット

基準額の３/４を補助 

基準額３，０９０千円/

か所 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５６０（内線2560） 

－ 17 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 

（新規）新型コロナウイルス感染防止に 

配慮した障害福祉サービス提供体制 

の確保等 

草案頁 ２９頁 

予 定 額 ４１，１１０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症対策

を行いつつ、事業を継続するために必要な支援等を実施する。 

２ 事業内容 

（１）障害福祉サービス等継続支援事業         

障害福祉サービス事業所等が、感染機会を減らしつつ必要な障害

福祉サービスを継続して提供できるようにするため、通常の障害福

祉サービスの提供時では想定されない、かかり増し経費等に対する

補助 

（２）ＰＣＲ・抗原検査に係る費用補助                 

新型コロナウイルス感染症患者が発生した障害者施設等におい

て、障害福祉サービス等継続支援事業の基準額を超えた場合など

に、必要となる検査費用に対する補助 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５５８（内線2558） 

－ 18 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項
（新規）地域共生社会の実現に向けた 

    重層的支援体制整備事業 
草案頁 ２９頁 

予 定 額 ６５，４１８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 複合的な課題や制度の狭間にあり必要な支援が行き届いていない人

や世帯が増加している。そこで、各区１か所に包括的相談支援チームを

配置し、高齢、障害、児童等の属性や世代を問わない相談支援体制の構

築を図るとともに、事業を効果的に実施するための重層的支援体制整備

事業実施計画を策定する。 

 なお、令和３年度は、令和４年度からの４区でのモデル事業開始に向

けた準備業務を行う。

２ 内容 

（１）包括的な相談支援 

   包括的相談支援チームにより、属性や世代を問わない相談の受け止

め、アウトリーチによる課題の早期発見、継続的な伴走支援、地域

住民や相談支援機関との協働のコーディネートなどを実施 

（２）重層的支援体制整備事業実施計画の策定 

   以下の事項を盛り込んだ計画を策定 

   ア 包括的な相談支援 

   イ 参加支援 

居場所づくりや就労支援等、社会とのつながりに向けた支援 

  ウ 地域づくり支援 

地域における交流の場や居場所の確保等 

３ スケジュール 

  令和３年度 包括的相談支援チーム受託者公募・選定、モデル事業準備

重層的支援体制整備事業実施計画の検討 

  令和４年度 包括的な相談支援４区モデル事業開始 

重層的支援体制整備事業実施計画の策定 

  令和６年度 全区本格実施（予定） 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課  電話９７２－２５４７（内線2547）

－ 19 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）がん対策の推進 草案頁 ３０頁 

予 定 額 ８８，８８１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

がんの予防や早期発見に取り組むため、２０～３０代を対象に、胃

がんのリスクであるピロリ菌の感染を確認する検査を実施するとと

もに、胃がん発症のリスクを調べるＡＢＣ検診の導入について検討す

るため、有識者会議を開催する。 

また、がん患者支援として、緩和ケアに関する正しい知識の普及啓

発に努める。 

２ 内 容 

（１）ピロリ菌検査の実施 

ア 対象 

２０～３９歳（３月３１日現在）の市民（１人１回） 

※定点年齢（４月１日現在２０、２５、３０、３５、３８歳）に

毎年度個別受診勧奨実施 

イ 検査方法 

抗ヘリコバクターピロリ抗体検査（血清） 

ウ 自己負担金 

無料   

エ 開始時期 

令和３年１０月 

（２）ＡＢＣ検診導入についての検討 

対象年齢や精度管理、検診結果と胃がん検診（内視鏡検査）の頻

度の考え方など、課題に対する意見を聴取する有識者会議を開催 

（３）がん患者の緩和ケアに関する啓発

緩和ケアは、終末期だけを対象とするものではなく、がんと診断

されたときから始まるものであるといった、正しい理解が進むよ

う、がん患者・家族等を含む市民を対象とした講演会を開催 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637）      

－ 20 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）口腔がん啓発事業 草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２，５９２千円 

事業の概要

１ 趣旨 

「名古屋市歯と口腔の健康づくり推進条例」に基づき、口腔がんの

早期発見に向けて地域の歯科医師による診断力や市民の認知向上を目

的に、口腔がん検診による啓発を実施する。 

２ 内容 

南、北歯科保健医療センターにおいて月１回、口腔がん検診を実施

し、地域の歯科医師の口腔がん早期発見の実地研修の機会として活用

する。 

検診内容 問診、視診、触診 

対象者 ４０歳以上の市内在住者 

定員 １回あたり１６名 

自己負担金 無料 

３ 開始時期 

令和３年１０月 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637）

－ 21 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

医療費の公費負担
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２６４，１８９千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

   新型コロナウイルス感染症対策として、新型コロナウイルス感染

症患者の医療費（自己負担分）を公費で負担する。 

 ２ 内容 

 （１）対象者 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染

症法）による入院勧告に基づき入院した新型コロナウイルス感染症

患者 

 （２）公費負担額 

   感染症法に定める範囲で入院医療費の自己負担分を公費で負担 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線5175）

－ 22 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

ＰＣＲ検査費の公費負担等 
草案頁 ３１頁 

予 定 額 １，７９２，９８８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  医療機関で実施するＰＣＲ検査等の費用の公費負担を行うととも

に、クラスター対応等として保健センターで採取した検体の検査を民

間検査機関に委託する。 

  また、衛生研究所でＰＣＲ検査等を実施する際に必要となる試薬等 

を購入する。 

２ 内容 

（１）ＰＣＲ検査費等の公費負担 

  本市と委託契約を締結した医療機関においてＰＣＲ検査を受検し

た場合、検査等に係る費用のうち自己負担分を公費で負担  

（２）ＰＣＲ検査委託等 

クラスター対応等として、保健センターで採取した検体に係るＰ

ＣＲ検査等を民間検査機関へ委託するとともに、保健センターにお

いて検体採取をする際に必要な消耗品（マスク等）や衛生研究所で

ＰＣＲ検査等を実施する際に必要な試薬等を購入 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室 

               電話９７２－４３８９（内線：5175）

－ 23 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

患者移送体制の強化 
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２４５，２７８千円 

事業の概要 

１ 概要 

  公共交通機関以外の手段で移動することができない新型コロナウイ

ルス感染症患者等に係る移送体制を確保するとともに、車いす利用者

や酸素投与が必要な新型コロナウイルス感染症患者等の移送のため、

専門の機材、知識を有する専門の患者等搬送事業者に委託する。 

  また、検体搬送に係る業務について民間業者へ委託することで保健

センターの負担軽減を図る。 

２ 業務内容 

 （１）患者等の移送体制の確保 

   以下のア～ウに係る業務について民間事業者に委託し、移送体制

を確保する。 

   ア 医療機関受診時の自宅と医療機関の間の送迎 

イ 医療機関への入院又は軽症者宿泊施設への入所の際の自宅か 

らの移送 

   ウ 転院の際の転院元から転院先への移送 

 （２）検体搬送 

    医療機関及び保健センターから検体を回収し、衛生研究所へ搬

送する業務を民間事業者に委託する。 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線5175）
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

自宅療養者等配食サービス事業
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ３７４，９６３千円  

事業の概要 

１ 趣旨 

新型コロナウイルス感染症に係る自宅療養者及び健康観察対象者の 

うち陽性者の同居人に対する配食サービスを実施するとともに、生活 

用品等の緊急療養支援セットを配布する。 

２ 配食サービス 

常温食及び飲料（アレルギー対応、軟食対応可）について、１日３ 

食を２回（昼食、夕食・朝食）に分けて毎日配達。 

なお、受け渡しの際は直接対面せず、事業者が食事を玄関前に配置 

したのち、対象者へ電話連絡するなどの感染防止策を実施する。 

３ 緊急療養支援セットの配布 

生活用品（トイレットペーパー及びゴミ袋等）と食料品（レトルト 

ごはん及びスポーツドリンク等）を保健センターへ配備し、必要と認 

めた場合に配布。 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線：5175）
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

重点・協力医療機関等の支援 
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ４３４，３５０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  夜間及び休日における新型コロナウイルス感染症に係る救急医療体

制の整備に際し、患者等を受け入れた医療機関への支援を実施する。 

２ 内容 

  新型コロナウイルス感染症患者又は疑い患者を救急搬送で受け入れ

た重点・協力医療機関等に対して患者１人当たり３５，０００円を支

給する。

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線5175） 
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 

（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

救急医療における患者受入体制の強

化 

草案頁 ３１頁 

予 定 額 ９９，８７４千円 

事業の概要 

１ 概要 

  新型コロナウイルス感染症患者等を平日夜間・休日に救急搬送で受

け入れるため、市内の重点・協力医療機関による当番制を構築する。 

併せて、当番を担う医療機関の体制整備に対する補助を実施する。 

２ 当番病院 

  原則、１日２病院を確保 

３ 時間帯 

区 分 時間帯 

平日 18:00～翌 8:00 

休日 8:00～翌 8:00 

４ 交付金額 

区分 当番1時間あたり交付額 

同時刻に当番に当たっ

ている医療機関が１病

院のみの場合 

平日 11,910円 

休日 13,890円 

同時刻に当番に当たっ

ている医療機関が２病

院以上の場合 

平日 7,710円 

休日 8,990円 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線5175）
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 

（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

愛知県医療従事者応援金に対する 

負担金 

草案頁 ３１頁 

予 定 額 ６６４，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる医療機関に勤務する

医療従事者の処遇改善を推進するために愛知県が交付する「愛知県

医療従事者応援金」に対し、本市入院患者数に応じて一定の負担 

（１／３）をする。 

２ 内容 

（１）交付対象 

新型コロナウイルス感染症患者が入院した医療機関 

（２）交付額 

入院患者 1人当たり 

ア  軽症・中等症の場合：１００万円 

イ 気管挿管を伴う人工呼吸器を装着又は集中治療室（ＩＣＵ） 

で対応をした場合（重症）：２００万円 

ウ 体外式膜型人工肺（ＥＣＭＯ）を装着した場合（重篤） 

：４００万円 

 転院の場合は、転院元と転院先の両方の医療機関に交付 

（３）交付時期 

   入院患者の症状により交付額が異なるため、退院（転院）後に

入院医療機関からの申請を受けて県が交付する。 

（４）使途 

   新型コロナウイルスに感染した患者又はその疑いのある患者に 

対応した医療従事者に対して支払う手当等 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623） 
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

民間病院経営維持資金貸付金 
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２５０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  病院を運営する医療法人が、新型コロナウイルス感染症の影響を受

けて資金繰りが悪化した場合に、経営を安定させ、地域の救急医療体

制を維持するため、愛知県と共同で創設した貸付金制度により、必要

とする資金を貸し付ける。 

２ 内容 

（１）交付対象 

第二次病院群輪番制に参加している病院または救急告示の病院

を運営する医療法人で従業員数が３０１人以上 

（２）貸付期間 

１０年以内 

（３）貸付限度額 

   ５億円（名古屋市２億５千万円、愛知県２億５千万円） 

（４）利率等 

   無利子・無担保 

（５）返済方法 

   据置期間３年以内を含む１０年以内の分割返済 

（６）資金使途 

   病院の運転資金 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623） 
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

専用病床の運営負担金
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ５９１，８９８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

新型コロナウイルス感染症患者が急増した令和２年７～８月には、

病床がひっ迫し、多くの入院待機が発生した。さらに、１１月からの

患者急増に伴い、１月においては病床がほぼ満床の状態となっている。

そのため、１床でも多くの病床を確保していくことが依然として急

務であり、東部医療センター旧東病棟５階を専用病床として再整備し

ているところであるが、再整備後の運営に係る医師の配置等に要する

経費を負担する。 

２ 運営経費 

区分 主な内容 

人件費 医師６人、看護師２４人、薬剤師１人

光熱水費 電気、ガス、水道 

施設運営関係 給食、医療事務、洗濯 

設備維持・管理関係 電子カルテ等保守 

施設維持・管理 清掃、警備 

その他 寝具リース、廃棄物処分 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話972-4389（内線：5175）
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

受診相談センター業務の充実
草案頁 ３１頁 

予 定 額 １６６，７１６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和２年１１月より医療職を配置した発熱等の電話相談窓口として 

設置している「受診相談センター」である２４時間対応のコールセン 

ターについて、令和３年度も設置を継続する。 

今後も継続的な相談先として医療職複数を常時配置する体制を確保 

し、引き続き電話相談窓口の充実を図る。 

２ 体制概要（想定） 

区 分 体 制 

平日昼間 

(９:００～１７:３０) 
１１人（医療看護職１０人、事務員１人）

土日昼間 

(９:００～１７:３０) 
６人（医療看護職６人） 

全日夜間 

（１７:３０～２２:００）
６人（医療看護職６人） 

全日深夜・早朝 

（２２:００～９:００） 
２人（医療看護職２人） 

※多言語による相談体制も構築 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線：5175）
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

医療資器材の備蓄
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ６０，３７３千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

本市では、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、新型イ 

ンフルエンザ対策行動計画を策定しており、必要な医療資器材の備蓄 

に努めているところであるが、新型コロナウイルス感染症の感染状況 

を踏まえると、必要な医療資器材が不足することが懸念されるため、 

保健センターや衛生研究所において計画に定める必要な医療資器材の 

備蓄を行う。 

２ 内容 

品   名 購入予定数 

サージカルマスク ３６０,０００枚

Ｎ９５マスク １９,４２５枚

ガウン １９,４２５枚

フェイスシールド １９,４２５枚

手袋 ３８８,５００枚

手指消毒液 ９１３本

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室 

電話９７２－４３８９（内線：5175）
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 

（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

積極的疫学調査・健康観察体制の 

確保等 

草案頁 ３１頁 

予 定 額 １，７８０，９０８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

新型コロナウイルス感染症の陽性者の疫学調査及び自宅療養者や濃 

厚接触者の健康観察を実施する体制を確保するため、保健センター等 

に派遣職員を配置するとともに、引き続き、感染拡大防止等に対応す 

るため、新型コロナウイルス感染症対策室等の体制強化を図る。 

２ 積極的疫学調査・健康観察 

（１）派遣体制 

区 分 派遣数 

中保健センター １０人（看護職９人、事務職１人） 

その他の保健センター ６０人（各区看護職３人、事務職１人）

新型コロナウイルス感染症対

策室（各区調整要員を含む） 
２１人（看護職２０人、事務職１人） 

計 ９１人（看護職７４人、事務職１７人）

※各区の繁忙状況に応じ柔軟に変更 

（２）主な業務内容 

・感染者本人や企業、職場等への疫学調査 

・自宅療養者や濃厚接触者の健康観察 

・その他新型コロナウイルスに関する電話相談等 

３ その他 

  ・局長級の監をはじめ、新型コロナウイルス感染症対策部・室の 

   職員を４６名増員 

  ・会計年度任用職員の配置 

  ・各種業務における派遣業務委託等 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室 

電話９７２－４３８９（内線：5175）
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）八事福祉会館の移転改築 草案頁 ２２頁 

予 定 額 ２１１，７１６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

八事福祉会館は、土地を宗教法人興正寺より無償貸与されている

が、土地返還を令和５年３月末とすることを予定しているため、令

和３年度に移転改築に係る建築工事を行う。 

２ 移転予定地 

   昭和区御器所通一丁目

３ スケジュール

  令和３～４年度  工事（債務負担行為 １４０，０００千円）

  令和４年度    開設

 （参考）

   八事福祉会館

   住  所：昭和区八事本町１丁目１００番地の１４

   開設年度：昭和４６年度

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課 電話９７２－２５４２（内線2542） 
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）民間戦災傷害者援護見舞金 草案頁 ２８頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

高齢化が進むなど様々なご労苦が一層重くのしかかっている民間戦

災傷害者への援護の促進を図るため、見舞金を増額する。 

２ 対象者 

太平洋戦争で空襲又は艦砲射撃等の戦時災害によって負傷又は罹患

し、以下の条件を満たす方 

① 現在もなお身体障害者障害程度等級表７級と同程度以上の

障害を有する方 

② 名古屋市に居住し、1年以上住民基本台帳等に登録されてい

る方 

③ 恩給法、戦傷病者戦没者遺族等援護法等による給付を受け

ていない方 

３ 支給金額 

（現 行）年額：37,000 円 →（改定案）年額：100,000 円 

＜参考＞ 

  平成22年度  支給金額を26,000円として開始 

  平成30年度  支給金額を37,000円に増額 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）植田寮の改築 草案頁 ２９頁 

予 定 額 ６０４，６００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  保護施設「植田寮」について、施設の老朽化の解消及びバリアフリ

ー化等利用者の生活環境の向上とともに、市内の同種施設である厚生

院救護施設との統合を図るため、改築に向けて設計や建築予定地にあ

る既設建物の取壊し工事及び造成工事を行う。 

  予定額 建物設計  ： ５５，０００千円 

      造成設計  ： １９，６００千円 

取壊し工事費：３７０，０００千円 

造成工事費 ：１６０，０００千円 

（上記と別に債務負担行為２４０，０００千円） 

２ 新施設の概要 

（１）予定地 

   天白区植田山二丁目（旧あけぼの学園及び植田寮現地の一部） 

（２）定員 

   救護施設 ２００人 

３ スケジュール 

  令和２～３年度  設計等 

  令和３～４年度  造成工事 

令和４～６年度  建設工事 

  令和６年度    開設 

  令和７年度    （開設後）外構工事等 

（参考）植田寮及び厚生院救護施設の現況 

区 分 植田寮 厚生院 

所在地 天白区植田山二丁目101番地 名東区勢子坊二丁目1501番地

定 員 救護施設108人 更生施設112人 救護施設80人 

担 当 課 生活福祉部 保護課 電話９７２－２６０９（内線2609） 
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令和３年度主な施策等一覧

子ども青少年局

健 康 福 祉 局

事 項 
（拡充）高校生世代への学習・相談支援 

    事業 
草案頁 

２３頁 

２９頁 

予 定 額 ７４，６９２千円 
子ども青少年局  ５８，８１０千円 

健康福祉局    １５，８８２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  ひとり親家庭、生活保護世帯及び生活困窮世帯を対象とした「中

学生の学習支援事業」を利用したことがある高校生世代の児童等を

対象に実施している学習・相談支援事業において、個々の学力や目

的に応じた学習面の支援の強化を図る。 

２ 内 容 

（１）現状 

自主学習の場の提供による高校生活への定着支援や児童交流

の取り組み等を行う。 

（２）拡充内容 

   希望する児童に対してタブレット端末を貸与し、民間のオンラ

イン学習支援サービスを提供する。 

３ 実施予定時期 

  令和３年８月 

担 当 課

（子ども青少年局） 

子ども未来企画部子ども未来企画室 電話９７２－３０２５（内線3025） 

（健康福祉局） 

 生活福祉部保護課      電話９７２－２５９８（内線2598）
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項 （拡充）住居確保給付金の支給 草案頁 ２９頁

予 定 額 ４６３，７２１千円

事業の概要

１ 趣 旨 

  離職等によって収入が減少し、住居を失っている方又は住居を失

うおそれのある方に対し、一定期間家賃相当額を支給する。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けて、悪化した

雇用情勢による支給件数の大幅な増加に対応する。 

２ 内 容 

（１）支給対象者 

   離職や廃業から２年以内の方、または、やむを得ない休業等によ

り収入が減少し、離職等と同程度の状況にある方 

（２）支給額（上限） 

単身世帯：３７千円、２人世帯：４４千円 

３～５人の世帯：４８千円、６人世帯：５２千円 

７人以上の世帯：５８千円 

（３）支給期間 

   原則３か月間（一定の条件を満たしている場合は、３か月の延長

及び再延長が可能） 

令和２年度中に新規申請し、受給を開始した方について、再々

延長が可能（最長１２か月） 

（４）支給要件 

ア 収入要件 

世帯の収入合計額が一定の額以下であること 

  イ 資産要件 

世帯の預貯金等の合計額が一定の額以下であること 

ウ その他 

求職活動を行うこと、国の雇用施策による給付等を受けていない

こと等 

担 当 課 生活福祉部 保護課 電話９７２－２５９８（内線2598）
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令和 3年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

健 康 福 祉 局

事 項 （拡充）千種保健センター解体工事の設計 草案頁 
３０頁 

６９頁

予 定 額 １,４１４千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  昭和４５年３月に竣工し、老朽化が著しく、合築施設の耐震性が確

保されていない千種区役所及び千種保健センターの現地改築に向け、

現庁舎を解体するための設計を独立行政法人都市再生機構中部支社と

共同で実施。 

２ 内 容 

 ・アスベスト調査 （令和３年度） 

 ・解体工事の設計 （令和３～４年度）

３ 事業費                     (単位：千円) 

区 分 令和３年度 令和４年度 

区役所 ６,５２６ ５,０００ 

保健センター １,４１４ １,０００ 

計 ７,９４０  

注 令和４年度は、債務負担行為の限度額 

（参考）現千種区役所庁舎の概要

敷地面積 ３,５１３．２㎡ 

延床面積 ８,６４８．８㎡（建物全体１８,４６５㎡） 

構 造 鉄骨・鉄筋コンクリート造 

規 模 
区役所・保健センター 地下３階～地上３階 

(独立行政法人都市再生機構「池下第二市街地住宅」 4～12 階 )

担 当 課 
（スポーツ市民局）地域振興部区政課  電話 ９７２－３１０９ 

（健 康 福 祉 局）健康部保健医療課  電話 ９７２－２６２０

－ 39 －



令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）救急医療体制の充実 草案頁 ３０頁 

予 定 額 １，０１４，８０９千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  本市における救急医療体制の確保のため、第一次・第二次救急医療

を担う参加医療機関に対し、人件費等運営に係る費用を対象として補

助金を交付しているが、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う医療機

関の負担軽減を図るため、補助額の増額を行う。 

２ 内容 

（１）対象 

第一次救急医療体制（１７か所）、第二次救急医療体制（５３か

所）、小児救急ネットワーク７５８（１２か所）に参加する医療機

関 

（２）増額 

補助単価（人件費分）の５割増 

（３）増額分 

   ２６２，９９８千円 

３ 増額分の使途 

  新型コロナウイルス感染症対策に要する経費（抗体検査キット、医

療用マスク等の購入、外部委託業者への支払い、医療従事者への手当

等） 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623）      
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）八事斎場再整備に係る地質調査 草案頁 ３２頁 

予 定 額 ２５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  八事斎場は老朽化が著しく、プライベート空間が確保できないな

どの課題を抱えているとともに、高齢化の進行に伴う火葬需要の増

加に適切に対応するため、再整備を図る必要がある。 

２ 内容 

  八事斎場の再整備に向けて、支持層の深さ、建物の基礎構造を決

定するために地質調査を実施する。 

担 当 課 健康部 環境薬務課 電話９７２－２６５８（内線2658） 
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）第３次健康なごやプラン２１の 

策定調査 
草案頁 ３２頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

すべての市民が健康で心豊かに生活できる社会をめざし平成２５年

３月に策定した「健康なごやプラン２１（第２次）」の計画期間の終了

を令和４年度に控え、現在の状況について把握、評価し、令和５年度か

らの新たな計画策定の指標とするべく、市民アンケートを実施する。 

２ 調査の概要 

 （１）調査対象：市内在住の１６歳以上の市民 

 （２）対象者数：１０，０００名 

 （３）抽出方法：住民基本台帳から無作為抽出 

 （４）調査方法：郵送配布、郵送及びウェブ回収 

３ 計画期間 

  令和５～１４年度 

４ スケジュール 

  令和３年度 市民アンケートの実施 

令和４年度 計画の策定及び公表 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637）
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）自殺対策 草案頁 ３２頁 

予 定 額 １００，９６１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

平成３０年度に策定した「いのちの支援なごやプラン～名古屋市自

殺対策総合計画～」に基づき、自殺の予防、自殺の防止、自死遺族に

対する支援の３つの視点から、中長期的な視点に立った総合的な自殺

対策の取り組みを行う。 

２ 内容 

（１）こころの絆創膏アプリの作成 

相談窓口検索やメンタルヘルスのセルフケア機能等を搭載したスマ

ートデバイスに対応したアプリを作成する。 

（２）ゲートキーパー研修動画の作成 

幅広い層の方々がゲートキーパー研修を受講できるよう研修動画を

作成し、ウェブサイト「こころの絆創膏」等において配信する。 

（３）名古屋市こころの健康（夜間・土日）無料相談の拡充 

夜間又は土日に行っている精神科医や産業カウンセラー等による面

接相談回数を月４回から月６回へ拡充する。 

（４）いのちの電話相談事業補助 

相談体制の強化と相談環境の整備を支援することを目的として、愛

知いのちの電話協会が実施する電話相談事業に対して助成を行う。 

（５）いのちの支援なごやプラン（第２次）の策定調査 

次期計画（計画期間：令和５～９年度）策定に向けた基礎資料とす

るため、市民１万人を対象としたアンケート調査を実施し、自殺対策

事業の効果や課題等について分析・検証を行う。 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２２８３（内線2283） 
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令和３年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）認知症高齢者グループホーム 

居住費助成
草案頁 ７６頁 

予 定 額 ５１,９１８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

認知症高齢者グループホームは介護保険給付における居住費の補助

制度の対象外であり、低所得者の負担軽減策がないため、平成３０年

１月から、認知症高齢者グループホームに入居する低所得者に対し居

住費の一部助成を行っているが、その対象者を拡大する。 

２ 内容 

対象者を補足給付負担限度額の第３段階まで拡大 

対象者（※１） 助成額（月額） 見込数 

第１ 
老齢福祉年金受給者で世帯全員

が住民税非課税(※２)の方 

    ２０，０００円 １００人

第２ 

世帯全員が住民税非課税(※２)

で、本人の年金収入と合計所得金

額の合計が８０万円以下の方 

第３ 

世帯全員が住民税非課税(※２)

で、本人の年金収入と合計所得金

額の合計が８０万円超の方 

１０，０００円 ５７０人

※１ 全ての段階において、預貯金等は一定額(単身で１，０００万

円、夫婦で２，０００万円)以下であること。 

※２ 別世帯に配偶者がいる場合は、その配偶者も住民税非課税であ

ること。 

３ 開始時期 

  令和３年１０月 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５９４（内線2594）    
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令和 3年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

健 康 福 祉 局

事 項 （継続）千種保健センター仮設庁舎の賃借 草案頁 
３０頁 

６９頁

予 定 額 （債務負担行為 ５４３,０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  昭和４５年３月に竣工し、老朽化が著しく、合築施設の耐震性が確

保されていない千種区役所及び千種保健センターの現地改築に向け、

仮設庁舎を賃借。 

２ 内 容 

  賃借期間 令和４年度～令和１０年度 

３ 仮設庁舎予定地 

  東星ふれあい広場（東山公園内） 

４ スケジュール 

令和３年度 
入札等、契約事務 

（仮設庁舎の整備） 

令和４年度 
仮設庁舎への移転、供用開始 

５ 事業費                     (単位：千円) 

区 分 令和４～１０年度 

区役所 １,４５７,０００ 

保健センター   ５４３,０００ 

担 当 課 
（スポーツ市民局）地域振興部区政課  電話 ９７２－３１０９ 

（健 康 福 祉 局）健康部保健医療課  電話 ９７２－２６２０
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